
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

広島県 北広島町広島県 北広島町広島県 北広島町広島県 北広島町人 口面 積標準 財政 規模歳 入 総 額歳 出 総 額実 質 収 支 20,193646.249,731,79617,825,94816,553,407652,630 人(H22.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内の 最大値及び最小値財政力財政力財政力財政力財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.35][0.35][0.35][0.35]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位5/175/175/175/17全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均0.550.550.550.55広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均0.610.610.610.610.100.200.300.400.500.600.70

0.210.210.210.21
0.610.610.610.610.360.360.360.360.410.410.410.410.400.400.400.400.390.390.390.390.380.380.380.38

H21H20H19H18H17 0.350.350.350.350.360.360.360.360.350.350.350.350.330.330.330.330.310.310.310.31
財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [97.2%][97.2%][97.2%][97.2%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位17/1717/1717/1717/17全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均91.891.891.891.8広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均94.594.594.594.5
(%)

110.0100.090.080.070.0
97.297.297.297.2
78.178.178.178.189.589.589.589.590.090.090.090.092.792.792.792.792.492.492.492.490.490.490.490.4

H21H20H19H18H17 97.297.297.297.297.797.797.797.799.599.599.599.597.097.097.097.096.396.396.396.3
人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額[[[[240240240240,,,,385385385385円円円円]]]]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位17/1717/1717/1717/17全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均115,856115,856115,856115,856広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均広島県市町村平均124,611124,611124,611124,611
(円)

270,000240,000210,000180,000150,000120,00090,00060,000
240,385240,385240,385240,385
94,54094,54094,54094,540146,643146,643146,643146,643116,233116,233116,233116,233120,104120,104120,104120,104120,250120,250120,250120,250135,820135,820135,820135,820

H21H20H19H18H17 240,385240,385240,385240,385207,831207,831207,831207,831206,748206,748206,748206,748201,103201,103201,103201,103227,982227,982227,982227,982
給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [97.7][97.7][97.7][97.7]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位16/1716/1716/1716/17全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均98.898.898.898.8全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均95.195.195.195.1102.099.096.093.090.087.084.0
98.598.598.598.5
86.486.486.486.494.494.494.494.493.993.993.993.993.193.193.193.193.093.093.093.094.794.794.794.7 H21H20H19H18H17 97.797.797.797.797.497.497.497.494.994.994.994.993.693.693.693.692.792.792.792.7

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[14141414....96969696人人人人]]]]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位16/1716/1716/1716/17全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均7.337.337.337.33広広広広島島島島県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均7.857.857.857.85

(人)
21.0018.0015.0012.009.006.003.00

17.2017.2017.2017.20
5.635.635.635.6310.4010.4010.4010.408.348.348.348.348.568.568.568.568.778.778.778.779.959.959.959.95

H21H20H19H18H17 14.9614.9614.9614.9614.9914.9914.9914.9915.1515.1515.1515.1515.4315.4315.4315.4315.6215.6215.6215.62

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [22.3%][22.3%][22.3%][22.3%]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位15/1715/1715/1715/17全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均11.211.211.211.2広広広広島島島島県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均14.014.014.014.0

(%)
27.024.021.018.015.012.09.06.0

24.124.124.124.1
9.99.99.99.916.916.916.916.916.216.216.216.216.316.316.316.316.016.016.016.014.414.414.414.4

H21H20H19H18H17 22.322.322.322.322.422.422.422.422.222.222.222.222.322.322.322.321.321.321.321.3

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [183.6%][183.6%][183.6%][183.6%]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位17/1717/1717/1717/17全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均92.892.892.892.8広広広広島島島島県県県県市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均168.5168.5168.5168.5

(%)
400.0300.0200.0100.00.0 183.6183.6183.6183.634.034.034.034.0109.1109.1109.1109.1113.3113.3113.3113.3126.6126.6126.6126.6

H21H20H19H18H17
183.6183.6183.6183.6203.2203.2203.2203.2235.4235.4235.4235.4

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は　 1月31日現在のもの
財政力財政力財政力財政力財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況 給与水準給与水準給与水準給与水準   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較）））） 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況
公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均
北広島町北広島町北広島町北広島町※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100
120120120120140140140140以上以上以上以上

分析欄分析欄分析欄分析欄「財政力指数」０．３５・不景気の影響等により法人税を中心に税収入が伸び悩み、昨年より０．０１ポイント悪化し、以前として財政基盤が弱く、類似団体を０．０１ポイント下回っている。北広島町行政改革大綱に基づく、定員適正化・制度・手当て見直しによる人件費削減、歳出の徹底的な見直しを実施するとともに、使用料・手数料や分担金・負担金など受益者負担の適正化及び税の徴収強化・町有財産の整理・売却（立木等）・広告事業の拡充・ふるさと納税の推進を図ることにより、歳入確保に努め、財政基盤の強化を図る。「経常収支比率」９７．２％・昨年度より，０．５ポイント改善したものの、類似団体と比較して７．７ポイント上回っており、財政構造の弾力性の無い数値となっている。その主な要因は、公債費及び人件費の負担が依然として高いのが主な要因である。　公債費については、公債費負担適正化計画により新規発行額を抑制し、削減を図る。その他経費についても、北広島町行政改革大綱に基づく定員管理の適性化・給与・手当の総点検による人件費の削減、民間委託・指定管理者制度の活用・物品の一括発注等を行い、経常的経費の削減を図る。
「ラスパイレス指数」９７．７％・経験年数の変動及び退職者の関係等により、平成２０年度数値に比較して０．３ポイント上昇し、類似団体の平均値を３．３ポイント上回っている。北広島町行政改革大綱に基づき、給与体系の見直し等の給与・手当の総点検及び適正化を図り、数値の適性化を図る。「将来負担比率」１８３．６％・昨年度より、１９．６ポイント改善。主な要因は、地方債負担及び公営企業債等繰入見込額が５．４憶円減少した事が要因である。しかしながら、以前として将来負担の主なものは、地方債負担及び公営企業債等の繰入見込額が全体の約８９％を占めており、類似団体に比べて多額な為、類似団体の平均値を上回る数値となっている。後年度負担を少しでも軽減できるよう、平成１８年度策定した公債費負担適正化計画に基づき投資的経費の圧縮等を図り、新規地方債の発行を抑制していく。又、公営企業健全化計画による繰出金の抑制を行い、将来負担額の削減を図る。「実質公債費比率」２２．３％・昨年度より、０．１ポイント改善。これは、元利償還金以上に公債費を発行しないよう抑制した事及び、公的資金繰上償還の活用により公債費負担が減少した事による。しかしながら、以前として普通建設事業費に係る起債の償還額が多額な為、類似団体の平均値を上回る数値となって

いる。平成１８年度策定した公債費負担適正化計画に基づき、投資的事業の事業費の圧縮・計画の延伸を図り、新規地方債発行の抑制を図る。又、公営企業健全化計画による繰出金の抑制を行い、平成２５年度以降実質公債費比率を１８％未満に抑制する。「人口１，０００人当たり職員数」１４．９６人・昨年より改善したものの、合併後の定員適性化を図っている段階である為、類似団体の平均値を大きく上回っている。今後本庁・支所・各施設の事務事業の見直し・組織力の強化及び集約化を図り、住民サービスの向上を図るとともに、人員の適正配置・退職者不補充等により、北広島町行政改革大綱に沿った定員の適正化を図る。「人口一人当たり人件費・物件費等決算額」２４０，３８５円・経済対策による雇用関係及び物件費等により、昨年度より悪化した数値となっている。類似団体の平均値に比べて高くなっているのは、主に人件費が要因となっている。これは、合併後の職員数の適正化を図っている段階であるのが主な原因である。　今後北広島町行政改革大綱に基づき、定員の適正化・適正な人員配置・給与体系の見直し等を講じ、人件費の削減を図る。又、物件費等についても、一括発注・指定管理者制度の活用等によりコストの削減を図る。


